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１-１ 総合計画とは 
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１-２ 後期基本計画の構成と計画期間 

後期基本計画は、第５次二宮町総合計画基本構想に基づいて策定する後期４カ年（2019 年度～

2022 年度）の計画です。この計画は町が戦略的かつ重点的に取り組む「重点的方針」、福祉、教育

など行政分野ごとの方針と施策の概要を掲げる分野別方針、そして基本計画の「実現の方策」で構

成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・「重点的方針」は、第５次二宮町総合計画基本構想

に掲げる「まちづくりの方向性」に基づき、「分野

別方針」に掲げる施策を横断的に連携して取り組む

ため、後期４カ年の方針を定めるものです。 

・「分野別方針」は分野ごとの方針と施策の概要を定

めるものです。 

・「実現の方策」は、第５次二宮町総合計画基本構想

の実現に向けた方策を定めるものです。 
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１-３ 後期基本計画の体系 
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1)恵まれた自然環境の中での
切れ目のない子育て支援  

2)学校と地域の連携による子
どもたちの生きる力の育成 

3)住み慣れた地域で誰もが安
心して暮らし続けられる環
境づくり 

4)人口減少社会でも活力ある
コミュニティの形成  

5)「にのみや Life」の提案
と発信による町の魅力の再
発見 
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将来像 
３つの 
理念 

まちづくり
の 

方向性 

1)地域資源の保全と活用によ

る新たな町の魅力の向上 

2)自然を身近に感じられる環

境にやさしいまちづくりの

推進 

3)二宮らしい産業の振興と雇

用機会の創出 

1)新庁舎整備による安全・安

心な町の拠点づくり 

2)自然災害に対する防災・減

災対策の充実 

3)都市基盤の強化と町民の交

通環境の向上  

1)効率的な行財政運営の推進 

2)町民とともにある自治体運

営の推進と職員能力の向上 

１ 
福祉・健康 

保健 
 

社会福祉 

高齢者福祉 

障がい者（児）福祉 

健康・保健・医療 

２ 
子育て、 
教育 

３ 
生涯学習・
スポーツ、 
歴史・文化 

４ 
土地利用、 
都市基盤 

 

５ 
環境・防災 

６ 
産業・ 
経済 
 

７ 
自治体経営 

子育て、教育 

小・中学校教育 

生涯学習・スポーツ 

歴史・文化 

土地利用・住環境 

都市基盤 

公園・緑地 

環境保全 

消防・救急、安全・安心 

防災 

農林漁業 

商工業 

観光 

自治 

地域コミュニティ支援 

行政経営運営 
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２章 基本構想について 

２-１ 町の将来像 
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２-２ ３つの理念 
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２-３ まちづくりの方向性 
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２-４ 町の土地利用構想 
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３章 後期基本計画の策定に向けた基礎的な条件 

３-１ 人口、世帯数及び世帯人員の推移 

平成 27年国勢調査による本町の人口は 28,486人で、高度成長期の昭和 45年(1970年)に急増し、

それ以降増加を続けてきましたが、平成 12年（2000年）の 30,802人をピークに減少が続いていま

す。 

世帯数は 11,534世帯で、鈍化しているものの増加傾向が続いています。 

平均世帯人員は 2.47人で、昭和 25年(1950年)以降、減少傾向が続いています。 

人口の増減率を見ると、減少率は年々大きくなる傾向にあり、平成 22年（2012年）から平成 27

年（2017年）にかけては 3.9％の減少となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少子高齢化が進んでおり、65歳以上の人口比率は平成 7年（1995年）の 14.4％から平成 27年（2015

年）には 32.7％と増加しており、県平均の 23.9％を大幅に上回っています。 
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３-２ 財政状況 

町の歳入は平成 25年度（2013年度）78億円から 82億円で推移しています。歳入は歳入総額のうち、

町税収入が 50％程度を賄っています。町税収入の内訳は、個人税が 50％前後を占め、次に固定資産税

が続きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳出は 76 億円から 79 億円で推移しています。内訳を見ると、民生費は平成 25 年度（2013 年度）か

ら増加傾向にあり、平成 28年度（2017年度）まで増加傾向にあり、3.6億円弱増加しています。一方で

土木費は平成 25年度（2013年度）から平成 27年度（2016年度）まで減少傾向にあり、平成 23年度の

11億円から平成 28年度では 9億円に減少しています。 
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３-３ 人口予測 

国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計（平成 30 年（2018 年）推計）によると、本町の総人

口は減少を続け、平成 57年（2045年）には 16,223人になると見込まれています。 

年齢３区分別構成では、平成 27年の 3,092人から 1,565人とおよそ半数にまで減少すると予測され、

15歳～64歳までの生産年齢人口は平成 27年に 16,005人から平成 57年（2045年）と 7,894と半減する

ものと見込まれています。 

老年人口については、65歳～74歳の人口では平成 27 年（2015 年）の 4,901人から平成 57年（2045

年）の 3,267人に減少するものと予測されます。一方で 75歳以上の人口は平成 27年（2015年）の 4,380

人から平成 37年（2025年）の 6030人をピークに増加を続け、その後は平成 52年（2040年）まで緩や

かに減少し、平成 57年（2045年）には 3,497に減少すると見込まれています。 

こうした人口減少と少子高齢化の進展により世代構成にアンバランスが生じ、様々な課題が発生する

ことが考えられます。 
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３-４ 土地利用 

海と山に囲まれた自然豊かな本町は、1960年代以降に大規模な宅地造成が始まり、自然と調和して住

宅が建ち並ぶことで人口が急増し、都心や横浜等へのアクセス性も高いことから、住宅都市として発展

してきました。 

本町は、二宮駅を中心に主要な都市機能が配置されるコンパクトな市街地形態となっており、農地や

里山等を保全しながらこれらの田園環境と共生可能な土地利用を進めています。行政区域の約半分を占

める市街化調整区域では、大部分が農地・山林となっていて、「自然豊かなまち」のイメージを印象付け

る重要な要素となっています。 

平成 29 年（2017 年）における本町の土地利用を区分別に見ると、宅地が 31.3%で最も多くなってお

り、畑が 19.3％、山林で 17.0％と続いています。平成 25年（2013年）と比較すると、田が 0.1％、畑

が 0.2％。山林が 0.1％減少する一方で、宅地が 0.1％、雑種地が 0.6％増えています。 
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３-６ 後期基本計画で対処すべき主要課題 

 中期基本計画での取組により、転入者が転出者を上回る社会増に転じるなど、一定の効果がみら

れていますが、その一方で、新たに対処しなければ新たな問題も出現しています。 

 そこで、第 5次総合計画の最後の 4年間で対処すべき主要な課題を以下のようにとらえ、課題の

克服に向けた取組を効果的・効率的に推進していくものとします。 

 

１ 長期的な人口減少、少子・高齢化の進行への対応 

 全国的に人口減少、少子高齢化が進むなか、本町でもそうした傾向は顕著に続くものと考えられ、

国立社会保障・人口問題研究所の推計では、10年後の 2030年には 2015年に比べて総人口が 5,000

人近く減少するほか、15 歳未満の人口は 10％を割り込む一方、65 歳以上の高齢者の人口比率は

40％近くに達するものと推計されています。特に 75歳以上の高齢者は 2015年の 4,380人から 2025

年には約 6,000人へと 1,600人程度増加し、高齢化対策が喫緊の課題となっています。 

 人口は総数を維持していくことも必要ですが、地域社会の持続性という意味では年齢構成のバラ

ンスが重要であることから、引き続き子育て支援や若年ファミリー層の転入促進などに努め、子ど

もや現役世代の増加を目指していくことが必要です。 

 

２ ライフスタイルや価値観の多様化への対応 

 社会が成熟化するなかで、ライフスタイルや価値観の多様化が進んでおり、町民のニーズも多様

化・高度化しています。また、近年ではワークライフバランスが重視され、「働き方改革」が進めら

れているなど、家庭や地域での生活の比重が高まりつつあり、今後は地域の中でこうした動きを受

け止めるしくみを構築していくことなども求められるようになると考えられます。 

 多様化する町民ニーズのひとつひとつに応えていくことは困難ですが、行政サービスの質的な向

上を図るとともに、民間では代替えできない基礎的なニーズに的確に応えられるまちづくりを進め

ることで、生活の場としての魅力を高めていくことが必要です。 

 

３ 多発化・甚大化が懸念される災害対策の充実 

 地球温暖化の進行や地殻変動の活発化などに伴う豪雨被害や震災などの災害が全国的に多発化、

甚大化しており、災害からの安全性の確保が大きな課題となっています。 

 本町においても道路や上下水道などのライフラインや公共施設の防災性能の向上などのハード

面での取組を強化する一方、公助や共助による防災体制の構築などソフト面での防災対策を進め、

地域の安全性のより一層の向上を図っていくことが必要です。 

 

４ 地域の活力の向上 

 今後、急速に高齢化が進むことで、独り暮らしや夫婦のみの高齢者世帯や空き家の増加などが懸

念され、高齢者が地域で孤立することがないよう、地域で支え合うためのしくみや基盤づくり、移

動手段の確保などに取り組んでいくことが必要となります。 

 産業面については、吾妻山を中心とした観光客数が増加傾向にあるほか、JR二宮駅周辺での店舗
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の出店なども徐々に増えつつあるなど、明るい兆しが見えるものの、地域における商業的な賑わい

や働く場の不足などの問題は解消されていないことから、引き続き起業支援や新たな産業創出に取

り組んでいくことが必要です。 

 


